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政治変動と投資環境
一乗アジア諸国･地域にみる政権交代等と投資環境への影響を見る視角-
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東アジアはその投資環境の良好さによって域内および域外から多くの直接投資を誘引し,それらがもたらす雇用,貿易等によって
近年目覚ましい発展をしてきた｡しかし,同時にこのことは投資環境の変動が直接投資に与える影響が極めて大きいことと同義であ
る｡
投資環境には労働市場におけるコストなど,人為的に決定できないものもあるが,政策により人為的に改善可能な投資環境がある｡
たとえば貿易協定,税制,外資優遇恩典,インフラストラクチャーの整備等である｡これらは政権の交代や安定度など国内政治の状
況により,影響を強く受ける投資環境の要素である｡
したがって,東アジアの投資環境の動態を分析するための1つのアプローチとして,政治の変動から投資環境動向を分析する手法
がありうるし,現実的にも意味がある｡しかしながら,こうしたアプローチによる枠組みとその分析は政治学と商学等ビジネス系科
学との境界領域であり,実務家以外にはそれぞれの学問領域の専門家が関心を持つことは少なかった｡本稿では東アジア主要国を対
象に最近政権交代あるいは大きな政策変更が行われた国･地域を対象に最近のそうした政治変動とそれが投資環境へ与えた影響につ
いて記述的に分析を試みるものである｡
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EastAsia is a success血I example ininducingforeign direct investment (FDI)for economic development. ne key factor for suc-
cess is betterinveshent climate. Investment climate consists of a雌cialelements and non-ardBcialones. Non-arti丘cialelementsare,
for instance labor costs,foreign exchange ratesand prices.
A雌cialelements are,for example blade agreements, favorite b･eatment for foreign investors and inかastructure. 刀le latter elements
are strongly influenced by domestic politiCalstability.
′me discussioninthis paper qualitadvely coversthe relation between polidcalstabilityand ar雌cialinvestment climate inAsia.
Keywords : politiCalstability, business environment, bee trade agreement, FDI
1.はじめに-問題の所在と
分析のアプローチ
東アジア経済は1997年～1998年の｢アジア通
貨危機｣を経て2000年代に入り回復したものの,
その回復は国内経済の所得格差などの｢副作用｣
を一層際立たせた状況をもたらした｡東アジアに
おいてはインドネシア等にみられるがごとく通貨
危機の過程で政治的な安定度を誇った｢開発独
裁｣は姿を消したが,その後に推進された｢市場
主義｣は,その後の各国に格差問題という政治の
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大きな問題を残した｡こうした背景のもと,最近
の各国の政権運営においてはその不安定さが一様
に指摘されるようになっている｡加えて, 2008
年以来の世界的な原油高のもとで物価高やその後
に続いた金融危機は東アジア各国の低所得層に打
撃をあたえている｡
本稿では東アジアにおける政治的な不安定さが
各国の投資環境に与えている影響を記述的に整
理･描出し,将来における当該国への直接投資上
の着目点を示唆するものである｡なお,本論の議
論の進め方においては各国別の分析とし,それぞ
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れの政治変動の要点を描出したうえで,それが投
資環境へもたらす影響を見る視角を導出するとい
うアプローチをとる｡
2.韓　国
2-1.政治変動一李明博政権の｢規制緩和と自由
化｣の政策思想
2007年12月に行われた韓国大統領選挙におい
てハンナラ党の金明博(イ･ミョンバク)氏が当
選し, 10年ぶりに保守系の大統領が誕生した｡
すでに報じられているように国民は李氏の企業経
営者としての実績に期待しているといわれ,経済
政策が注目を集めている｡李氏の主な経済政策の
公約をみると｢GDPの年率成長率を7%｣ ｢一人
あたりのGDP額を10年で(今の日本の水準に
近い) 4万ドルに引き上げる｣ ｢5年で300万人の
雇用を創出｣ ｢朝鮮半島を縦断する運河の建設｣
など,言葉だけをみるとかつての米国のニュー
ディールを思わせるが,政権の基本的な政策思想
はむしろ逆に｢小さな政府｣ ｢民間でできるもの
は民間で｣という我が国のかつての小泉政権を思
わせるものである｡財政出動による景気刺激策で
はなく,規制媛和による民間企業活力により,雇
用を吸収するというシナリオである｡
李氏は公約で｢教育予算を国家予算の6%確
保｣ ｢英語で教育のできる人材を年間3,000人養
成｣等があり,有能な人材の養成を通じて企業の
活性化または起業を推進し,雇用を創出するとい
うプロセスを描く｡これは財閥系であったものの
中堅企業にすぎなかった現代建設をトップ建設会
社に育て上げた李氏の個人的な成功体験(若い
20代後半より経営幹部に任命された)に基づく
{瀞
韓国大統領選挙投票結果
候補名 傀ｩﾙ7ﾒ得票数得票率    
寧明博 86ﾒll,492,38948.7%      
鄭棄泳 Y9ﾘﾘyjYi7ﾒ6.174,68126.1%     
学会昌 冖83.559.96315.1%    
その他候補 ｸ,ﾉﾂ2.363,30610.0%    
合計 23,590,339100.0%  
出所:韓国新聞･雑誌報道より筆者作成｡
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信念から来ているものと思われる｡
李氏は前任者である金および虚の両政権が行っ
てきた北朝鮮に対する｢太陽政策｣を変更するこ
とを明確にしている｡今回の選挙では朝鮮戟争と
その後の復興期に辛酸を就めた60-70代の有権
者が李氏の支援の大きな力になったという｡こう
した人たちはおしなべて北朝鮮政権に対する不信
と米国に対する親近感が強い｡ただ,李明博氏の
方針は単純な緊張関係を作りだすというのではな
く,北朝鮮が｢核｣を放棄するのであれば,瀕死
の北朝鮮経済への支援を惜しまないというもので
ある｡
現在,韓国内では北朝鮮内部で｢核能力を政権
維持の柱としていわゆる『瀬戸際外交』を続けて
いこう｣とする意見と｢中国が行ったような社会
主義市場経済的な方向へ変化しよう｣とする意見
の対立で葛藤のドラマが起こっていると見る有識
者もおり,李氏のメッセージは後者に対する呼び
かけとみてもよい｡李氏の就任演説には｢国際社
会と協力して10年のうちに北朝鮮の一人当たり
GDPが3,000ドル(中国の広東省の一人あたり
GDPに相当)になるように支援する｣というく
だりがある｡これに北朝鮮が応え,朝鮮半島が安
定すれば,韓国を通じた北朝鮮でのビジネスチャ
ンスも生まれ,北朝鮮･韓国共に経済は活性化す
る｡ ｢朝鮮半島の運河建設｣も現実性が一挙に増
す｡李明博氏の経済活性化シナリオにおいて北朝
鮮が｢核｣を放棄するか否かは非常に重要なファ
クターなのである｡ただ, 2008年4月に入って
北朝鮮国営放送は同氏を名指しで批判し始めてお
り,情勢は厳しい｡
2-2.投資環境への影響一格差問題解決のための
｢規制緩和｣の難しさ
李政権はm (自由貿易協定)を再起動させ
ることを就任演説でも強調している｡李政権の
mへの期待は市場開放によって外資企業の対
韓国投資を増やすところにあるが,同時に輸入関
税撤廃や外資企業等への規制程和を伴うため,痩
期的には国内製品への脅威になる｡韓国のGDP
は前政権の時代でも4-5%と日本の2%前後よ
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りも高い成長率を保っていたものの,問題は経済
格差の拡大であった｡特に88万ウォン(月取約
10万円)世代と呼ばれる20代を中心とした雇用
不安定な若者に蔓延する雇用不安は大きく,若者
は今回,李政権誕生のおもな支持層になった｡
韓国主要シンクタンクの共同研究(2005年)
による｢韓日mは韓国のGDPを0.71-2.04%
増加させる｣という結果にもかかわらず,その後
の歴史問題でmが一旦｢とん挫｣したことは
記憶に新しい｡経済界では依然,全国経済人連合
会(日本の日本経団連に相当)首脳を除いては,
日韓mに否定的な意見が大勢を占めている｡
官界でもmを担当する外交通商省以外は冷や
やかである｡ 2007年にASEANと締結した韓国の
mに対してさえも｢ASEAN製の日本ブランド,
特に自動車の輸入が増えるのは脅威｣とする見方
が自動車業界にあるほどである｡また,日韓
mで日本の工作機械や部品の輸入が進み,韓
国の中小企業とその従業員に打撃を与え, ｢格差
縮小｣にならないと考える向きもある｡国民も日
韓mが今以上の何か新しいメリットをもたら
すとは思っていない｡
我が国の例をみても｢規制緩和｣が｢格差縮
小｣の果実をもたらすのは時間が必要であること
は証明済みである｡日韓mも締結を行うこと
はできるだろうが,具体的な投資環境が長期にわ
たって改善されるのであろうか?　李政権が国内
意見の不統一と北朝鮮問題を抱えて政策を貫ける
か否か｡早くも政権発足に当たっては4閣僚が辞
退するなど波乱含みとなった｡我が国企業も政策
の即効性を過度に期待せず,十分見守りつつ堅実
な事業展開を目指すというスタンスになっている｡
新政権は国内経済格差解消の期待を背負い,規
制緩和と小さな政府をもってそれに応えようとし
ている｡ 孤 (自由貿易協定)推進などの対外的
規制緩和は日米企業にとって歓迎すべき動きだが,
労働運動が強く北朝鮮政策をめぐっても国論が二
分する国柄だけに持続的な規制緩和を推進･維持
できない可能性がある｡
3.中　国
3-l.政治変動一新指導部にみる｢外資誘致から
国内『生活条件｣改善｣の政策思想
中国経済は高度成長という｢宴のあと｣の軟着
陸の模索を迫られている｡新体制は経済格差の深
刻化の前に政策的な新機軸を打ち出す余裕はなく,
テクニカルな対応に忙殺されるようになるであろ
う｡土地バブルとインフレ抑制のための金利水準
の引き上げと黒字減らしのための人民元高の容認,
さらには食糧価格を下げるための輸出関税など,
今後の経済政策は国内の経済格差による｢生活｣
条件の悪化を食い止めることが眼目のあわただし
いものになろう｡日中の政治関係の改善ムードを
受けて浮上した｢日中韓m｣構想もこうした
国内政策優先の雰囲気にあっては,それ程盛り上
がっていない｡
2007年10月の中国共産党第17回党大会およ
び2008年3月の全国人民中央代表大会で選出さ
れた最高指導者(政治局常務委員)の顔触れは胡
錦清氏(国家主席) -再任,呉邦国氏(全国人民
代表大会常務委員長-再任),温家宝氏(首相)
-再任,貢慶林氏(全国人民政治協商会議主席),
李長春氏-再任,習近平氏-新任,李克強氏-釈
任,賀国強氏-新任,周永康氏-新任,以上であ
る｡胡錦涛国家主席･中国共産党総書記･中央軍
事委員会主席を中核とした集団指導体制が再任さ
れたわけであり,これまでの｢胡-温｣路線が継
続されたが,さらに将来に向けた後継者候補を決
め,世に公表したという意義がある｡すなわち,
習近平氏と李克強氏である｡この2名が胡国家主
席の後継者候補として競い合っていくことになる｡
習氏は前上海市党委員会書記｡ 1953年生まれ
で清華大学工程化学系卒業後,在職で学び,同大
学法学博士号を取得している｡中国の政治的なグ
ループでいうと革命第----世代の功労者,習仲勲氏
の息子であり,中国共産党初期の大功労者の子弟,
いわゆる太子党である｡漸江省のトップ省党委書
記も歴任しているなど, ｢経済発展が進んでいる
沿海地域の経験豊富な｣指導者である｡
他方,李氏は前遼寧省党委書記｡ 1955年生ま
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れの53歳｡北京大学卒で,その後在職大学院生
として同大学で経済学修士,博士号を取得してい
る｡政治的グループでは中国共産主義青年団(中
央書記処書記)出身で胡錦清国家主席と同じであ
る｡河南省党委書記等を歴任しているなど,いわ
ば｢比較的後進的な中部･東北地域の経験豊富
な｣指導者である｡新聞報道などでは｢上海閥の
影響排除｣や｢新世代エリートの登用｣などを新
体制の特徴としているものも少なくないが,まさ
に, ｢胡一温｣路線の最大のテーマである先進地
域と後進地域の経済格差縮小の解決重視を体現し
たような組み合わせである｡
3-2.投資環境への影響一高成長後の政策課題と
しての格差問題解決
中国は90年代～2000年代の現在に至るまで平
均経済成長率10%前後の驚異的な経済成長を遂
げてきた｡このペースでいけばあと数年で日本の
GDPを追い越し,世界第2位の経済大国になる｡
しかし,外資企業の直接投資とそれによる輸出に
依存してきたため,一部の企業を除けば,技術開
発力や本業の収益力において地場企業の実力はそ
れほど伸びていない｡結果として外資企業が集中
する地域(沿海地域-東部)と進出しない地域
(内陸地域-中部,西部)とでは経済発展水準に
大変な差がつき,それは拡大の一途をたどってい
る｡格差は年々広がっており, 1人当たりGDP
が最高の上海市と最低の貴州省を比べると,約
10倍もの格差がある｡これは都市部と農村部の
･･臥-i;+:･日
中国の地方別経済発展の格差
所得格差とも密接に関連しており,中国社会の大
きな問題となっている｡通常の西側先進国であれ
ば,豊かな地方-の人口移動が起こるが,中国で
は農村部の住民や内陸部の住民に自由な移住権は
なく,出稼ぎのための一定期間の｢暫住権｣しか
ない｡すなわち,都市では地元民と暫住している
出稼ぎ住民が峻別されており,就職条件,医療･
教育等において大変な差別が存在し,固定化して
いる｡これに内陸地方の若者の就職難を加えると,
内陸住民の生活条件は厳しいといえる｡中国の今
後の投資環境に関する政策は主にこうした国内の
｢生活｣条件の悪化を食い止めることに資する事
業投資を呼び込むことに主眼を置いたものになる｡
目下の最大の政策課題は国内発展の均衡化,た
とえば経済後進地域への振興策と先進地域のカネ
余りからくる土地バブルとインフレの抑制になる｡
短期的には無用な投資を抑えるための金利水準の
引き上げと輸入物価を抑えるための人民元高の容
認,さらには食程価格を下げるために今年1月か
らは小麦や穀物製品等への輸出関税をかけるよう
になっている｡食料品価格が前年同月比で18%
程度,また消費者物価全体も7%程度(2007年
11月現在)上昇しているからである｡
中国が2001年12月に世界貿易機関(WTO)
に加盟した際,途上国向けの猶予期間供与の観点
からサービス業や外資企業進出の地域制限があっ
たが, 5年の猶予期間は2006年末までに経過し,
国内市場では外資企業と国内企業の本格的な競争
が始まっている｡また,出自が国有企業や,地方
地域 ?ﾈﾏｲ?DP(2006年) ?ﾈ-?b?人当たり ??9h+ﾘ.?
(万人) 茶??ﾈﾋ2?(%) 杯E?ﾋ2?GDP(ドル) 
広東 湯ﾃ3??6,204 ?B綯?8,164 ?ﾃc??
山東 湯ﾃ3??2,077 ?B繧?3.716 ?ﾃ??
江蘇 途ﾃSS?21,645 ?B纈?8,669 ?ﾃcsR?
漸江 釘ﾃ塔?15,742 ?2纈?1,610 釘ﾃ?2?
河南 湯ﾃ3??2,496 ?B紕?3,305 ?ﾃs??
河北 澱ﾃン?ll,660 ?2紕?6,903 ?ﾃ?r?
上海 ?ﾃ?R?0,366 姪"??7,113 途ﾃ3#"?
遼寧 釘ﾃ#s?9,251 ?2繧?1,660 ?ﾃssr?
四川 唐?c?8,638 ?2??0,574 ??Sb?
北京 ?ﾃS??,870 ?"繧?9,779 澱ﾃ3??
出所:中国統計年鑑2007年版｡
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政府に支援されてきた地場企業はこれまでの｢保
護｣によって研究開発力などの足腰が十分強くな
い｡加えて,インフレの進行により各地域での賃
金が急ピッチで増加している｡全国で最も,最低
賃金が高い広東省広州市はこの4月に860元
(月)であったが,さらに近いうちにこれを上方
修正するようである｡インフレ退治や黒字批判回
避のための金利高(-資金調達コストの高騰),
人民元高(-米ドルベースの製品価格高騰)とも
考え合わせると,もはや中国は｢コストメリッ
ト｣のある｢世界の工場｣ではなく,国内市場の
みならず,輸出先の国際市場においても他国製品
に価格競争力で優位であり続けることが難しく
なっている｡
目下の最大の政策課題は国内発展の均衡化,た
とえば経済後進地域-の振興策と先進地域のカネ
余りからくる土地バブルとインフレの抑制になる｡
短期的には無用な投資を抑えるための金利水準の
引き上げと輸入物価を抑えるための人民元高の容
認,さらには食糧価格を下げるために今年1月か
らは小麦や穀物製品等への輸出関税をかけるよう
になっている｡食料品価格が前年同月比で18%
程度,また消費者物価全体も7%程度(2007年
11月現在)上昇しているからである｡
こうした状況を受けて,中国に技術移転と高品
質をもたらさない外国からの直接投資を敬遠する
政策を打ち出している｡たとえば,中国政府が技
術移転や現地調達をもたらさない｢加工貿易｣と
認識する輸出用製品の生産を制限するために,輸
入関税と付加価値税(いずれもこれまでは全部あ
るいは一部が免除あるいは戻し税の形で還付され
ていた)のI-部あるいは全部を企業に前払いで銀
行口座に積み立てさせる政策を2007年夏から実
施し始めたことである｡これは広東省に多く進出
している加工型製品のメーカーに大きなコスト的
打撃を与えることを意味する｡筆者が2008年広
東省で現地企業等にインタビューした際にもこれ
によって加工貿易企業の間でよりコストが安いベ
トナムに移転する動きが顕在化するのではないか
との声が確認された｡
なお,加えて,中国からは日中の政治関係の改
善ムードを受けて｢日中韓m｣ (日本一韓国一
中国間の自由貿易協定)の実現-の声が高まって
きたものの, ｢中国-世界の工場｣ ｢韓国-あまり
にも産業構造が日本と似ている中進国｣ ｢日本-
ものづくり大国｣の組み合わせが自由貿易協定を
通じて実体的な補完関係が築けるかどうかは簡単
にイメージできない｡また,先例である中国と
ASEAN (東南アジア諸国連合)が結んだ｢ASEAN
一中国自由貿易協定｣ (AC氾)を見ても,家電
などに例外品目多く,実質的な補完関係になって
いない｡日本から中国への輸出にそう大きな追加
的なメリットは期待できないだろう｡こうした構
想をぶち上げるよりもむしろ,中国内に既に多く
の拠点を展開している日本企業としては関税障壁
の撤廃よりも既に中国における外資企業の投資保
護,知的財産保護,行政情報の透明性向上等の
個々の問題を注目しつつある｡
4.タ　イ
4-1.政治変動- ｢反タクシンクーデター｣の背
景にみる政治の流動化
2007年末の選挙でタクシン派の首班が運営す
る政権に復帰した｡過去2年間にタイで起こった
出来事は,政治変動があっても経済運営はさほど
大きく揺るがないという,信頼感を外資企業に植
え付けた｡タイはその安定したイメージと裏腹に
政権の不安定な国であり,首班や与党が頻繁に交
代する場合が多い国である｡タイには過去76年
の間に17回のクーデター,それも軍によるクー
デターが起こり,軍政期間は47年に上る｡こう
したタイが意外に安定したイメージを外国人に与
えるのは国民から圧倒的な尊敬を受けている王室,
なかんずく国王の存在が盤石であるからである｡
2006年9月,混乱のなかに起きた軍のクーデ
ターとそれに対する国王の支持により当時のタク
シン首相は追放され,東南アジアの中でもっとも
民主化の進んだ国の1つであったはずのタイに軍
政が出現した｡タクシン氏は身内の権力を利用し
た経済取引と脱税,そしてやはり身内を介しての
高級紙の買収による支配1)により国民,特に都市
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部住民,特に知識階級,中間層,学生からの強烈
な非難を浴び,それが政変の引き金になったもの
である｡ 2006年初春に筆者がバンコクのタマ
サート大学をインタビューで訪問したときにも激
しい学生たちのデモンストレーションを目撃した｡
しかし, 2006年9月のクーデターから1年3
力月後, 2007年12月に行われた軍政から民政に
移管した最初の選挙では再びタクシン派のマサッ
ク･スントラウエート首相が首班になり,地方の
貧困層をはじめとしたタクシン氏への支持は極め
て強固であることが改めて示された形になった｡
しかし,都市部では反タクシン派も多く,依然と
して,タイの政治は｢タクシン派の景気刺激によ
る貧困削減をとるかタクシン氏の汚職などの政治
倫理追求をとるか｣に揺れているともいえる｡
4-2.投資環境への影響一乗アジアのハブとして
のステータスは維持できるか?
こうした国内政治の不安定さにもかかわらず,
外資企業のタイへの投資意欲はさほど衰えず,最
近はむしろ拡大の兆しすら見せている｡たとえば
日系企業に対するバンコク日本人商工会議所の
｢2007年秋期日系企業景況感調査｣によると2008
年の景況指数はプラスである｡また,日系企業自
身の設備投資予定額も2007年に比べて14.5%に
なっている｡これはクーデターによる軍政期間中
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に企業の間では一時不況感が漂ったにもかかわら
ず,軍事政権が着実に予算執行を行い投資と消費
を下支えしたこと-の外資企業の評価といっても
よいだろう｡また,タクシン派で返り咲いたサ
マック首相はタクシン氏と同じように財政出動に
よって景気を刺激するいわゆる｢ケインズ主義｣
の経済思想を持っているとされ,今後も大型イン
フラ整備などの国内投資を続けていくと見られる｡
また, 2008年10月にサマック氏の後任となった
ソンチャイ首相もタクシン元首相の側近で女婿で
あることから政策的に大きく変わることはない｡
タイはその国内経済のみならず,東アジアから
南アジアにかけての経済取引のハブとして重要で
ある｡特に東アジアで人口規模を中国と括抗
し, 2008年以降は減速感も予想される中国とは
反対に今後,一層の市場規模拡大(所得向上,人
口増,中間層の増加)が期待されるインドとの
孤 (自由貿易協定)により新たに太い貿易のパ
イプを築き,国内民主化問題が解決すれば投資先
ともなるミャンマーを世界からの孤立化から救う
などこの地域の緊密化推進の立役者としての役割
は極めて大きい｡特に中間層の台頭と自動車市場
の急拡大が予想されるインドとタイの間の貿易は
日系自動車メーカーはじめ世界の有力自動車メー
カーなど｢アジアのデトロイト｣タイに製造拠点
をもつ企業にとって,輸出ルートとしてますます
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重要になっている｡
クーデターから軍政をへて再度,タクシン派の
首班が運営する政権に復帰した過去2年間にタイ
で起こった出来事は,政治変動があっても経済運
営は大きく揺るがないという,信頼感を外資企業
に植え付けた｡すなわち,タイは内にあっては順
調に予算執行と経済の刺激を続け,外にあっては
近隣諸国との関係を緊密にして,開かれたこの地
域のコーディネーターとしての役割を果たしてい
る｡こうしたことを考慮すればタイは今後も政治
変動によってもぶれない経済運営をして投資先で
あり続けると考えてよいだろう｡ただし,気にか
かるのは米国に端を発したサブプライム問題が今
後,タイ経済に波及した場合,マクロ経済全体へ
の影響は避けられないと思われる｡なぜなら,タ
イがASEANの中ですでに日米欧のグローバル自
動車メーカーの生産の一大集積地であり,それら
の巨大投資家がタイへの投資を下方調整してくる
ことは間違いないからである｡
5.インドネシア
5-1.政治変動一党内基盤の脆弱さと調整型政治
手法の不安定さ
ユドヨノ政権が4年目を迎え, 2009年の大統
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領選への行方が話題に上り始めている｡ユドヨノ
の就任当初,圧倒的な支持率を誇った同政権は,
経済外交や外資企業への投資環境改善で成果を上
げてきた｡だが経済減速や物価上昇により,政権
内部の不協和音や支持率低下が現れ始めている｡
直接選挙であるインドネシア大統領選は人気投票
的な側面も持ち合わせており,ユドヨノ氏が再選
されるかどうかは,政治的基盤の必ずしも強くな
い(同氏は第3政党の党首)ことから,不透明で
ある｡
大統領直接選挙で最初に選ばれたユドヨノ政権
であるが,同氏が党首を務める民主党だけでは多
数を占めることができず, 2008年1月に死去し
たスハルト元大統領以来の伝統を持つゴルカル党
と連立政権を組んでいる｡副大統領を務めるのは
ゴルカル党の党首カラ氏であり,伝統的な政治手
法をとる同氏とユドヨノ氏は,しばしば路線の違
いがあるなど,必ずしも一枚岩とはいえない複雑
な関係にある｡
世界的な原油価格の高騰に伴い,灯油やガソリ
ンの補助金撤廃を高級官僚や側近が迫ったのに対
し,ユドヨノ氏は国民への生活支援金の支給で応
えた｡この結果,貧困階層へ配慮した｢調整型政
治家｣ユドヨノ大統領vs.経済閣僚･官僚という
対立もある｡ ｢貧困家庭出身の私は,灯油を買う
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ことの大変さを身にしみて知っている｣というユ
ドヨノ氏の発言からも,気配りの指導者がグロー
バル化と国内政治のジレンマに悩んでいることが
窺える｡
ユドヨノ大統領は,アジア通貨危機以降の回
復･安定期と,農産物価格や通貨ルピアの安定と
いう追い風に支えられて,政権担当の前半はおお
むね順調な政権運営を行ってきた｡さらに2006
年には,中部ジャワ地震,鳥インフルエンザ問題
を乗り切り,テロの押さえ込みにも一定の成果を
挙げた｡しかし昨今,ガソリン価格高騰などの物
価上昇,サブプライム危機による海外需要停滞で
後退した国内景気に対し,学生を中心としたデモ
も散発的に起こり始め,国内政権基盤はますます
弱体化している｡
インドネシアの調査機関ISIが2007年3月に
行った政党支持率調査によると,前大統領メガワ
ティ氏率いる政党PDI-Pが22.6%とトップの支
持率を得た｡続いて副大統領カラ氏のゴルカル党
が16.5%,ユドヨノ大統領の民主党は16.3%と
第3党に留まっている｡
｢貧困層出身｣というユドヨノ氏の出自に共感
する国民は多く,調整型政治は国内経済の安定期
には好感度が高い｡しかし安泰にかげりが見え始
めた途端,求心力がなくなることは,多くの事例
が示している｡政敵が国民に人気の高い人物を
｢看板｣として担ぎ出せば,ユドヨノ氏の再選は
微妙であろう｡スハルト一族が巨額の富を利用し
て対立候補や新政党を設立することで, -一族の資
産を国庫に戻す方針を貫く司法当局と,それを黙
認するユドヨノ氏を揺さぶる可能性もある｡
5-2.投資環境への影響一経済外交と国内経済政
策のギャップを埋める指導力
インドネシアは2008年5月, OPEC (石油輸
出国機構)から脱退した｡国際社会での影響力を
失っているように見えるが,ユドヨノ大統領下の
経済施策は意欲的でで,調整型らしからぬ強いユ
ドヨノ色を鮮明に打ち出している｡対外的には日
本とのEPA (経済連携協定)を締結し,中国一
ASEANのm (自由貿易協定)により,中国と
の経済関係を強化した｡ Am (ASEAN自由貿
易地域)では順調に域内関税を下げており,イン
ドネシアにおける生産拠点拡張に乗り出す日系
メーカーなども出てきた｡
一一万,投資環境改善,金融セクター不良債権問
題の解決,停滞中のインフラ開発,零細･中小企
業の支援という4つの柱を, 2006年2月に打ち出
している｡中でも投資環境改善においては, 2007
年に新投資法を制定｡投資認可手続きを150日以
内から30日以内に短縮し,大幅なスピードアッ
プを実現した｡経済特区(KEKI)2)の推進や官民
パートナーシップによるインフラ開発推進の一方,
インフラ投資予算を増額し,経済の下支えも行っ
ている｡
国内産業における構造改革に向けては,ジャワ,
北スマトラ,スラウエシ等に,電機,自動車部品,
繊維,農水産加工品などの製造業クラスター構想
を掲げるなど,積極的な産業育成政策を打ち出し
ている｡海外からの投資額は,通貨危機直前の
1996-97年には370-380億ドルに達していた
が, 98年以降, 150億ドル前後で低迷し, 2006
年も150億ドル程度の水準だった｡そうした中,
ユドヨノ氏は海外からの投資回復のために,意欲
的な改革を進めているわけである｡
だが,こうした経済政策における強力な指導力
発揮が,経済政策を得意とし,第一党の党首でも
あるカラ副大統領の路線と一致せず,党内での対
立の原因となっている｡これに加えて,わが国と
のEPAや中国一ASEANのmにしても,地元
有識者の中には｢日本と中国がインドネシアへの
輸出で有利になっただけ｣と,経済外交に自信の
あるユドヨノ氏に対する批判もある｡インドネシ
アの有権者で｢支持政党なし層｣は約4分の1を
占めるといわれる｡ユドヨノ氏にとって気になる
のは,前大統領メガワティ氏の政党が,次第に人
気を盛り返していることだ｡大統領直接選挙制に
おいては,大統領本人の人気が勝敗を大きく左右
する｡ユドヨノ氏に対する支持率(大統領支持
率)は現在,かつての80%に遠く及ばず, 50%
前後にまで下落している｡
投資環境改善に意欲的で,外国からの投資を呼
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出所.インドネシア調査研究所(LSl)の新聞発表より筆者作成｡
び水にインドネシアを再び安定的な成長軌道に乗
せようとしているユドヨノ政権である｡同政権の
存続のゆくえは,ユドヨノ氏自身がまず自らの強
い指導力で政権内を掌握し,それを国民の目に
はっきりと示せるか否かにかかっている｡調整型
指導者ユドヨノ氏は, 2009年の大統領選挙に向
けて強力な指導者に｢変身｣できるかどうかは
2009年の大統領選挙に向けて,投資環境改善に
期待感しているわが国企業を含む外資系企業に
とって大きな注目点である｡
6.ベトナム
6-1.政治変動一国内政治から国際政治への重点
移動
ベトナムは共産党一党独裁体制であり,その統
治は今のところ,麻薬汚染や犯罪の顕在化などの
社会問題を除けば,目立ったほころびは見出せな
い｡ドイモイ政策以来の改革開放路線は,経済発
展という好ましい帰結を示しているし,国際社会
におけるプレゼンスも高まっている｡ 2007年10
月,ベトナムは国連の安全保障理事会非常任理事
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国に選出された｡日本との関係も良好である｡ ll
月にはチェット国家主席が,ベトナムからの国賓
として初めて日本に迎えられている｡
2007年9月, ｢カント一橋｣の円借款事業で,
橋げたが崩落する事故が起き,現地の作業員に多
くの犠牲者が出た｡福田前首相が遺憾と哀悼の意
を表明したのに対し,ベトナムのズン首相は極め
て穏当に対応した｡
ベトナムの投資環境に対する評価は国内の政治
問題, WTO (世界貿易機関)やASEAN ･AFTA
(東南アジア諸国連合の自由貿易協定)等国際社
会から求められている制度改革(関税撤廃,規制
緩和,国有企業民営化,経済運営の透明度向上
等),を,ベトナムがどう進めるかといった視点
が重要である｡
6-2.投資環境への影響-WTO加盟後の国内政
策整備の進捗
ベトナムが国際社会と平灰を合わせていかなけ
ればならない最も重要な経済的なルールは,
mA (ASEAN自由貿易地域)と, 2007年1月
に加盟したWTO (世界貿易機関)だ｡これらの
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対応すべき国際ルールと既存の国内制度との間で
生じる矛盾を,同国はどのように解消するのか｡
また,その過程で投資環境がどのような影響を受
けるのか｡
AFTAに関わる関税減免スケジュールについて
は,現在,経済成長で先を行くASEAN5 (シンガ
ポール,タイ,マレーシア,インドネシア,フィ
リピン)に続き,順調に推進している(Amで
は,上記5カ国が2010年にターゲットを置いて
いる関税撤廃のマイルストーンを,ベトナムに対
しては多少の猶予を与え, 2015年としている)｡
ベトナム政府は今のところ,スケジュールどおり
順調に, AFTAでコミットした関税障壁や非関税
障壁を実行しているというのが,現地に進出して
いる日本企業の間の評価である｡
しかし, mOからの要求に対しては,国内制
度改革の途上にあるというべきだろう｡ここへき
て,社会主義国にありがちな国有企業と市場経済
化の矛盾が生じる部分が出てきている｡
ベトナム市場-はWTO加盟をきっかけに,将
来性を見込んだ直接投資等の資金が大量に流入し,
それが土地への投機をあおってバブルが引き起こ
されている｡この結果,国有企業が株式上場し,
市場の資金で運営する｢国有企業改革-民営化｣
-の資金が,先細る傾向が強まってしまった｡
世界銀行3)の分析によると, ｢直接投資｣とし
てベトナムに持ち込まれた資金は,昨年以来,隻
中的に土地へ流れ込んでおり,製造業の育成や輸
出競争力のある産業育成には,資金が回っていな
いという｡そのため,近年,活況を里していた株
式市場が減退しており,民営化過程にある国有企
業の株価にも,一時の強さが見られなくなってい
る｡このままの状況が続けば,国有企業改革の頓
挫もしくは大幅な遅延の可能性も考えられる｡
さらに懸念されるのは,こうした状況の危うさ
を,ベトナム当局があまり深刻に認識していない
点である｡ベトナムは経済成長に加えて,上述の
自由貿易協定のAFTAやWTO,さらにはASEAN
が中国と締結した自由貿易協定ACm (ASEAN-
CHINA 孤)により,輸入関税が低くなってい
る｡また, AFTA (ASEAN自由貿易地域)に基
づいて2015年までにベトナムはカンボジア,ラ
オスとともにASEANからの輸入品に対して関税
のゼロ化を完了しなければならない｡
現在,物価高やベトナム国内の投資ブームに
伴って輸入が急増し,貿易赤字が大きく膨らんで
いるが,これがより一層深刻になる可能せいがあ
る｡現時点では幸い海外からの直接投資による資
本流入に勢いがあるため,経常収支はプラスとな
り,国際収支の数字には,問題の深刻さが表れて
いない｡産業を育成し,輸出競争力のある企業を
育てなければという危機感がさほど強くないのは,
そのためといえる｡
一一一万,海外からの直接投資や越僑からの国内送
金は, 4,000億円規模に達している｡こうした金
余りが影響し,ベトナム･ドンに対する米ドル高
は,昨年,反転現象が起こり,今なおドン高の傾
向が進んでいる(1USD-16,000ドン台から
15,000台で定着しつつある)｡
ベトナムの先を行く｢社会主義市場経済国｣中
国は, 1994年から2007年まで,人民元の対ドル
レートをコントロールし, ｢安い人民元｣を維持
することで,輸出産業を育てた｡また,輸出産業
に対しては, WTO加盟まで,中央･地方政府の
手厚い優遇策を堅持した｡
だが,ベトナムは既にWTOに加盟しており,
かつての中国のように,輸出企業に対し重厚な優
遇策をとることはできない｡中国以外に拠点をも
うひとつ東アジアに設ける意思のある企業にとっ
て最有力候補に挙げられるベトナムはそうした
｢チャイナプラスワン｣候補の筆頭国として,日
本企業が最も期待を寄せているベトナムが, ｢第
2の中国｣としての存在感を持てるかどうかは,
国際社会が期待する国内経済関連の制度改革をス
ムーズに行えるかどうかにかかっている｡
7.香　港
7-l.政治変動一物価高への市民･企業の不満と
立法議会選挙
英国から中国-の香港の主権返還(1997年)
以降に懸念された香港の経済的地盤沈下は経済発
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展著しい中国との連携でこれまで,何とか食い止
められてきた｡しかし,昨今の香港と中国での著
しい物価上昇や中国一ASEAN間のmとの競合
の影響を考えると企業が香港における事業に対す
る魅力は失われて来ており,香港政府は投資環境
にさらなる魅力を付加する必要に迫られている｡
香港は外交･軍事は中国の主権下にある｢中国
の特別行政区｣という地位の地域である｡われわ
れ日本人にはなかなか理解が難しい概念であるが,
香港政府は地域内での立法･行政･司法に関して
自律的に運営ができる｡また外交･軍事以外であ
れば国際的な協定にもほぼ自律的に加盟し,活動
が可能である｡
その香港で2008年9月に立法院(日本の国会
の相当)の選挙がおこなわれたが,この香港の立
法議員選挙はオリンピックのまずまずの成功に
よって求心力を維持した中国中央政府のバック
アップを受けている親中派政党が議席を伸ばした｡
他方,同じく中国中央政府寄りの行政を行ってい
る香港政府のトップ,曾蔭権(ドナルド･ツア
ン)行政長官(日本の総理大臣に相当)に対する
香港市民の支持は低下しているため,親中派に批
判的な民主派も一定の議席を維持するものと思わ
れる｡支持率の低下の原因は香港に蔓延しつつあ
る物価高に政府が有効な手を打とうとしていない
ためである｡支持率の低下はやや急激である｡香
港大学の最新の世論調査(2008年7月2日～3
頑田静
香港返還以来の香港一広東貿易の推移
日)によると曾長官に対する支持率が就任以来,
初めて50%を切り, 45.8%となった｡また,香
港中文大学の曾長官への世論調査に基づく評価点
も65.6点(5月)-59.2点(6月)と低下している｡
物価の高騰問題に十分取り組んでいないとして香
港政府に対して中国の習近平国家副主席もオリン
ピック直前に香港を訪問し,圧力をかけたほど深
刻にとらえられている｡
7-2.投資環境への影響一経済を支えてきた｢広
東省一香港間連携｣のビジネスモデルの危
機
もともと,香港は中国本土よりもコストが高い
ため, ｢香港で製品開発やデザインを行い,人件
費･物件費が極めて低い,隣接する広東省で製造
し,海外に輸出する｣というビジネスモデルが大
半の香港メーカーの事業のやり方である｡しかし,
中国国内での新しい労働契約法の導入や広東省に
おける最低賃金の頻繁な引き上げ,これが香港
メーカーの得意とする低賃金委託生産方式への広
東省政府の締め付けとも相まって,香港メーカー
のビジネス環境は厳しいものになっている｡香港
メーカーにはベトナムへの工場移転を考えるとこ
ろが増えている｡これに対し, ｢香港の現地商工
会等はビジネスツアー等を通じて,広東省の中で
も,内陸のよりコストの低い地域に工場移転先を
誘導しようとしている｣4)という｡
年度 仞?｢?壓6?ｲ?伸び率 俘??ﾔﾉ8ﾉfh抗?ﾘ??(hﾙ?97冉h抗?R?
97年 ?3?-15.5% 田r絣?
98年 ???9.2% 田偵R?
99年 ???1.0% 田ゅ"?
00年 ?c?21.1% 田偵2?
01年 ?モ?.4% 田ゅ?
02年 鼎sb?2.7% 田r繧?
03年 鉄??4.6% 田b??
04年 都CR?5.6% 田R繧?
05年 塔湯?0.7% 田r繧?
06年 07年上半期 ??b???5.3% 
出所　戚本超,景体華編｢中国区域経済発展報告(2007年-2008年)｣ p. 1830
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香港政府としても中国との連携を背景に現在の
経済的繁栄を維持しているため,その連携を一層
強化する方向で対策を打ち出すことになると予想
される｡
具体的には現在の中国との自由貿易協定,
CEPA (Closer Economic Partnership Agreement)
の強化である｡これはm(自由貿易協定)と
いう名称がつかわれていないが,内容からいって,
CEPAは｢香港と中国｣間のFTAであり, 2004
年1月から本格的に開始している｡従来から香港
は｢自由貿易港｣であり, ｢中国一香港｣の貿易
については関税障壁がない状況(ゼロ関税)で
あったが, CEPAは｢香港-中国｣の輸出品のゼ
ロ関税を含む企業活動-の優遇を目指すものであ
る｡
香港は英国から中国への主権返還(1997年)
以降,経済の低迷が続き,アジア通貨危機(1997
年～1998年)においてもヘッジファンドによる
香港ドルへの投機的な売りがしかけられるなど,
東アジアの経済センターとしての地位にも陰りが
出始めていた｡ CEPAは香港およびその後背地
(中国･広東省) -の経済振興策としてのテコ入
れとして考案されたものである5)｡このため,協
定の内容には単に関税のゼロ化のみならず,香港
企業および香港を拠点として中国にビジネスを展
開する外資企業(現地法人として｢香港企業｣を
設立した外資企業)に対して,中国国内での事業
参入におけるメリットを提供しようとするものも
含まれている｡主な内容は(a)香港から中国に輸出
する電機･電子製品,アパレル･繊維製品など
274品目の香港製品に関するゼロ関税の実施
(｢香港製品｣ -香港における主要加工工程の発生,
付加価値基準FOB価格の30%などで対象を基
準化), (b)非関税措置の不適用, (C)アンチダンピ
ング関税の不適用のほか,中国がWTOで各国に
約束したサービス貿易分野(コンサルティング,
広告等18サービス業種)の開放において｢香港
企業｣に対しては先んじて認めるものなどである｡
関税の撤廃は毎年,その対象品目を拡大してお
り, 2006年1月には1,369品臼にまで及んでい
る｡一般のFTA同様,このCEPAは香港企業の
香港･華南地方におけるビジネスを刺激･誘発し
てきた｡中国側で最もCEPAの恩恵を受けてい
るのは広東省の珠江デルタ地域であり,こうした
地域へ進出している外資企業は香港企業とともに
広東省等での生産と貿易において大きな便益を享
受しているといわれている｡
事実,対象品目の拡大を行った直後の2006年
の1月～5月累計のゼロ関税適用品の輸出額は11
億1,700億香港ドルとなり,前年同期比の2.7倍
に躍進した｡中国･広東省側でも｢CEPAは広東
-香港貿易の推進力となっており, 2006年に広
東が香港から輸入したCEPA活用の貨物は3.2
億米ドル(対前年比28%増)で,ゼロ関税およ
び優遇関税の対象となって中国全土に輸入される
製品の約7割を占める｣と評価している5)｡
このようにこれまで, CEPAは香港の貿易投資
拠点としての投資環境整備の中心的なスキーム相
当の役割をはたしてきたといえる｡しかし,関税
のゼロ化の効果を打ち消すほどの昨今の物価上昇
や中国一ASEAN間のm (AC氾)との競合を
考えると,香港政府にとってCEPAのさらなる
強化およびそれに加えた施策が必要となっている｡
8.台　湾
8-1.政治変動一馬政権の中国大陸接近策と国内
のリアクション
2008年5月, 8年ぶりに政権を奪還した国民党
政権を率いる馬英九氏は大統領選挙で勝利した直
後に得た60%台の支持率がわずか1カ月で約
40%にまで下落し,その後も低迷している｡そ
の一番の原因は経済の低迷｡そして, 2つ目は中
国により過ぎる外交姿勢である｡この2つの理由
は相互に関連しており,選挙民は前の陳水偏長期
政権の末期に顕著になりはじめた経済の減速から
の回復を望み,その一環として高度成長を続ける
中国との関係強化を前面に打ち出して経済を回復
させようとして馬政権に期待していたのである｡
しかし,原油価格の高騰に伴う諸物価の高騰(食
品対前年比10.2%:2008年8月)や米国サブプ
ライムローンに伴う金融危機による株価の低迷,
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･脈打←十
台湾の経済指標の推移
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出所:台湾経済部公表数値により筆者作成｡
結果としての固定資産形成の急激な減速(2008
年第2四半期は対前年比-7.7%)など,益々経
済環境は悪化している｡こうした状況に｢経済振
興｣を看板として当選した馬政権は却って強烈な
批判を浴びることになった｡
これに加えて親中国大陸政策-の強いこだわ
り6)はこれまで｢台湾｣という中国とは別個の立
場を主張してきた多くの台湾民衆に違和感を与え
ている｡中国との政権政党同士の対話(中国共産
党トップと台湾の国民党トップとの対話再開)や
中国との航空機直通乗り入れなど(週末チャー
ター便直行便)などという台湾海峡地域の安定の
ための果実をもたらしたものの,中国経済の減速
により,現在のところ,経済的メリットは少ない｡
対米関係も陳前政権にギクシヤクして以来まだ,
改善していない｡対米関係の安定化には米国の大
統領選挙もあり,時間がかかるとみられる｡さら
に反日的な外交部長(外務大臣に相当)や国防部
長(防衛大臣に相当)など政権全体の反日色は日
本からの投資に微妙な影を落としている｡
8-2.投資環境への影響一公有セクター改革遅延
の可能性
他方,馬政権は中国で幅広く成功している台湾
企業の台湾での金融活動を促す規制緩和を打ち出
した｡大陸でビッグビジネスを展開している台湾
系企業の台湾株式市場での上場と資金調達,そし
て台湾域内での投資の増加を促すために直接投資
規制を撤廃したのである｡これは具体的には前政
権まで台湾企業に対し,純資産の40%を越える
中国投資を規制していた制度を撤廃するというも
のである｡この規制があったため,中国に大規模
投資する台湾企業は台湾で株式上場などを控えめ
にし,香港等にいったん子会社や投資会社を設立
し,そこで資金調達をしていた｡この規制撤廃以
後は中国大陸で大々的にビジネスを行う企業でも,
わざわざ台湾外に資金調達のための会社を設立･
上場しなくとも,台湾の本社で株式市場を通じて
資金調達を行い直接,中国大陸に投資できるよう
になる｡中国で成功している台湾系企業の台湾回
帰を促すことが臼的であるが,これはその他の国
の企業にとっても同じで台湾に現地子会社を設立
して,台湾で資金調達を行い,中国に直接投資を
実施することをも可能にする｡
新政権は大陸接近とこのような規制緩和を進め
て,投資環境を改善している,その成否が明らか
になるのにはもう少し時間がかかるが,世界的な
不況が忍びより,なによりも頼みの綱の中国経済
が減速するなか,前途は多難と言わざるをえない｡
国民党政権が期待するのは企業投資等の呼び込
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みである｡しかし,そのためには台湾経済が効率
的でなければならない｡台湾の産業のうち国際競
争に耐えうるほど効率化が進んでいるのは電子産
業と一部の産業機械のみと言ってもよく,その他
の産業との差が広がっている｡特に伝統ある企業
が大きな市場シェアを押さえている産業では経営
効率化の面からの今後の国際競争において厳しい
との意見もある｡
その代表的な例がいわゆる｢重厚長大｣産業で
あり,鉄鋼,造船,化学,鉄道,航空運輸,非鉄
金属,石油,電力などの産業である｡これらの産
業には台湾政府が株式保有やトップの人選などを
通じて経営に介入する企業(公有企業)あるいは
その名残を残している企業が大手企業として存在
しており,そのため経営の効率性が問題とされる
こともある｡長い間深刻な問題点が指摘されてき
たのが,中華航空であり,頻繁に墜落事故を起こ
してきた｡また, 2002年には公有企業の中国石
油の燃料供給の不手際で同じく公有企業,台湾電
力が電力供給の突如の減少というトラブルを起こ
し,国際市場で日々しのぎを削っている台湾の電
子産業界を激怒させたことがあった｡
こうした公有企業の存在は開発独裁で政権を運
営してきた国民党政権時代の遺物であり,前の民
進党の陳水偏政権においては民営化をうたわれた
が,その8年間の政権担当期間においても抜本的
な改革を成し遂げることはできなかった｡通信,
金融,放送などサービス業でも公有企業が有力な
地位を占めており,再び巡ってきた国民党政権が
民営化を進めることができるかが投資環境上の大
きな注目点である｡
9.結語に代えて-まとめと今後の研究課題
投資環境といっても取り上げた国や地域ごとに
発展度合が異なるため,抱えている課題も一様で
なく,その政治変動からくる影響も様々である｡
タイに見られるように国内の政治が紛糾している
ものの,投資環境に及ぼす影響は比較的軽微であ
るような事例もある｡
本論でいう政治変動についてもそれぞれの国･
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地域の政治体制が異なるため,時系列的に幅広く,
横並びに比較することは困難であり,無理な単純
比較では意味がない｡そのため,本論では直近の
｢政権交代あるいは政治的世代交代｣やその直後
の変動とそれが投資環境に与える影響に議論を
絞って各国の投資環境を判断する固有の視角を導
出することを試みている｡本稿はいわばこうした
条件付きの比較検討ではある｡国内的な政治変動
が国内経済上の課題を際立たせるなどあきらかに
影響をもたらしていることを示唆できたと考える｡
外国からの直接投資に依存しながら発展してきた
東アジア諸国･地域は国内の政治課題はダイレク
トに投資環境政策に影響する｡
本稿で取り扱ったテーマに関する研究を今後深
化させるにあたってはその手法をより精微にする
ことが不可欠である｡従って,今後の研究にとっ
ては分析に用いる概念とその定義をより明確にし,
政治が投資環境に影響を与える際に特に関連する
要因を特定すること,そして,政治から投資環境
へ影響が及ぶプロセスをより明確にすること等が
必要になろう｡
注
1) 2003年にタクシン政権の高官の親類が高級紙ネー
ションの関連会社の株を取得し,これを機にメディ
アがタクシン政権への批判をトーンダウンさせたこ
とやタクシン氏のビジネス上の盟友のパイプ-ン氏
が有力新聞社2社の株を大量に取得したこと｡
2)バタム島,ビンタン島等などの島喚地域においてシ
ンガポール政府と共同で開発｡
3)世界銀行ハノイ事務所インタビュー(2008年3月)0
4)日系企業業界団体香港事務所駐在員インタビュー
(2008年8月)｡
5)広東社会科学院｢CEPA与大珠三角経済一体化｣,慕
体華編著『中国区域経済発展報告2004年～2005年』
(2005年)社会科学文献出版社, pp. 278-2900
6)馬氏の出身(本籍)が中国大陸にある｢外省人｣で
あることとも関係がある｡台湾では台湾出身の｢本
省人｣と外省人とは台湾と中国大陸との間の関係に
ついて感情的な不一致がある｡
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